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項目 1942年下期 1943年上期数量 金額 数量 金額
製品
貨物自動車
乗用自動車
水雷頂板
急造鉄道牽引車
其ノ他
8,281輛
28
―
30,397
133
10
1,098
7,277
15
341
29,906
82
368
40
計 31,638 30,396
半製品
機関部品
変速機操向品
車軸部品
其ノ他
―
―
―
6,353
3,207
9,319
5,097
15,824ケ
7,797　
30,092ケ
3,303
4,679
5,903
32,034
計 23,976 45,919
製品・半製品計 55,614 76,315
売上高
項目 17年下期 18年上期
製品・半製品
　陸軍
　海軍
　其ノ他
　計
17,873
6,560
20,164
44,597
26,271
8,589
13,756
48,616
其ノ他売上高 158 241
合計 44,755 48,857
出所　陸軍省編『陸軍軍需工業経済年鑑　昭和19年2月』，290ページ。
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タ病院ノ開院ヲ見ルニ至ル……患者数モ逐次増加ノ傾向ニアリ……病院規模ノ拡張ノ必要
ニ迫ラレ目下増築工事ヲ進捗セシメツツアリ。斯クシテ之ニ従事スル看護婦ノ増員ニ対シテ
ハ病院自体ニ於テ養成スルノ必要ヲ生ズルニ至リ昭和18年3月生徒ヲ募リソノ養成ニ努メ
今日ニ及ビタルモ今後軍需生産工場ノ医務ニ支障ヲ来タシルザルト同時ニ広ク看護婦養成
ノ使命ヲ達スル為ニハ看護婦養成所設立ノ要切ナルモノアリ……
昭和19年11月　日
　豊田自動車工業株式会社挙母工場　　　　生産責任者　豊田喜一郎
　」81）。
　挙母工場の「従業員数ノ膨張」にともなって「工場衛生，健康管理等ノ医務全般ノ処理ニ当
ル」82）トヨタ病院は，工場における女子労働力の増加に対応するものであった。この点について
は，「応召などによる男子熟練工の生産工程からの脱離に対する補填として女子労働者の熟錬工
化もトヨタでもとりあげ」「医療機関の完備或いは母子保護施設の充実によって」「優秀なる女子
熟錬工の育成に温床をつくりつつあった」83）ことによっていた。女子労働力の割合の高さは，ト
ヨタ自動車工業の特徴であった84）。この時期の豊田喜一郎，そして豊田の関心は，日本フォード
自動車，日本ゼネラル・モータースの生産停止（1939年）後における部品の自己生産と部品調
達企業の確保（協力工場の協力会の組織化は1939年）とともに，労働力の確保にもあったので
あり，トヨタ病院に関するものもその延長線のものと考えられよう。
注
1） 和田一夫・由井常彦『豊田喜一郎伝』トヨタ自動車，2001年，373―374ページ。
2） 和田一夫「正当性獲得と突出部依存による事業創造　豊田家の人々―佐吉，喜一郎，英二（トヨタ自動車）」
伊丹敬之ほか『ケースブック　日本企業の経営行動　4　企業家の群像と時代の息吹き』有斐閣，1998年，
103ページ。
3） 同上，107ページ。森川英正ほか『日本の企業家（3）昭和篇』有斐閣新書，1978年の「豊田喜一郎（ト
ヨタ自工創設者）」（森川英正），5ページなどを参照。
4） 愛知東邦大学地域創造研究所編『戦時下の中部産業と東邦商業学校―下出義雄の役割』唯学書房，2010年，
91ページを参照。『時代に懸ける　トヨタ自動車小史』トヨタ自動車株式会社歴史文化部社内史料グルー
プ，2000年においては，1944年11月の総人員は1万6600人（従業員数は1万3300人）としている（124―
125ページ）。
5） 本稿は，名古屋学院大学大学院経済経営研究科の講義をベースとしたものであり，その多くを，猪木武
徳ほか編『アジアの経済発展』同文館出版，1993年の「第9章　日本フォードの躍進と退出」（尾高煌之助），
前掲，和田一夫・由井常彦『豊田喜一郎伝』，そして呂寅満『日本自動車工業史』東京大学出版会，2011
年とその基になった各論文におっていることをお断りしておきたい。
6） 尾崎正久『豊田喜一郎氏』自研社，1955年，227ページ以下，『集排法手続記録　60　トヨタ自動車工
業』国立公文書館所蔵。
7） 前掲，『豊田喜一郎伝』。
8） 自動車文化研究所『東亜自動車年鑑　昭和17年』，ハ・4ページ。
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9） 前掲，『東亜自動車年鑑　昭和17年』ハ・4―5ページ。「明治43（1910）年4月，大阪砲兵工廠に於て軍
用自動車製作に著手す」（橋本精『自動車事典』日本自動車工業会，1939年，8ページ）ともある。
10） 前掲，『自動車事典』，3―5ページ。
11） 前掲，『東亜自動車年鑑　昭和17年』，ハ・5ページ。
12） 前掲，『自動車事典』，9ページ。
13） 前掲，『東亜自動車年鑑　昭和17年』，ハ・6ページ。
14） 同上。1924（大正13）年，「石川島造船所製自動車は軍用自動車の資格試験に合格」した，とある（前掲，
『自動車事典』，11ページ）。
15） 前掲，『自動車事典』，11ページ。
16） 前掲，『東亜自動車年鑑　昭和17年』，ハ・6ページ。
17） 前掲，『自動車事典』，14ページ。前掲，和田一夫「正当性獲得と突出部依存による事業創造　豊田家の
人々―佐吉，喜一郎，英二（トヨタ自動車）」を参照。
18） 前掲，『自動車事典』，11ページ。
19） 前掲，『自動車事典』，12ページ。旅行業界においても，昭和初年頃より「茶代」廃止を打ち出す旅行施
設が登場している（『回顧録』ジャパン・ツーリスト・ビューロー，1937年を参照）。
20） 『自動車年鑑』，1929，交通問題調査会，1929年，56ページ。
21） 前掲，『自動車事典』，13ページ。
22） 前掲，『自動車事典』，13，14ページ。1930年の商工省の国産振興委員会は自動車問題を勧告，提案した
ものであり，そこには，国産メーカー 3社と陸軍の意向が反映されたものであった（前掲『時代に懸ける　
トヨタ自動車小史』，33ページ）。
23） 『昭和十年　自動車年鑑』日刊自動車新聞社，1934年，「生産」6ページ。「差当たり最も需要の多き1噸
半―2噸の中級貨物及び乗合自動車の共同設計を鉄道省の協力を得て，東京瓦斯電気工業会社，石川島自
働車製作所，ダット自動車製造会社の三社に命じ，貨物車台2種，乗合車台3種を選定の上調査委託費と
して，31,365円を交付し標準車台の製作を行わしむ」（前掲，『自動車事典』，14ページ）。
24） 前掲，『自動車事典』，14ページ。
25） 前掲，『自動車事典』，15ページ。
26） 前掲，『自動車事典』，14ページ。
27） 『昭和九年　自動車年鑑』日刊自動車新聞社，1933年，「一年略史」13ページ。1933年11月に豊田は挙母
町用地取得を表明している（『トヨタ自動車50年史』，64ページ）。
28） 『昭和十年　自動車年鑑』日刊自動車新聞社，1934年，「1年略史」2ページ。
29） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」2ページ。
30） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」3ページ。
31） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」5ページ。陸軍がシボレー級のトラック国産化工作を開始し
たのは，1934年1月であった（『トヨタ自動車50年史』，73ページ）。
32） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」6ページ。具体的に各社に製造を斡旋したとされている（『ト
ヨタ自動車50年史』74ページ）。
33） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」7ページ。
34） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」11ページ。
35） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」12ページ。『トヨタ自動車50年史』によれば，陸軍が国内
の自動車工業確立の方策を作成するのが1934年6月であり（74ページ），その頃，豊田喜一郎が陸軍に自
社の自動車製造の構想を説明したとある（『トヨタ自動車30年史』74―75ページ）。
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36） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」15ページ。「昭和9年（1934年）8月10日　陸軍省を中心と
したる商工，鉄道，大蔵の自動車工業関係各省会議開催せられ統制国策に付き協議せらる」とある（前掲，
『自動車事典』，16ページ）。
37） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」15ページ。
38） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「生産」5―6ページ。
39） 前掲，『自動車事典』，14ページ。
40） 『昭和九年　自動車年鑑』日刊自動車新聞社，1933年，「一年略史」7ページ。
41） 前掲，『昭和九年　自動車年鑑』，「一年略史」10ページ。
42） 『新修名古屋市史　資料編近代2』2009年，780ページ。
43） 前掲，『昭和九年　自動車年鑑』，「一年略史」13ページ。
44） 『商工政策史　第18巻　機械工業（上）』，338―339ページ。1934年3月に陸軍省整備局長が委員長となっ
て「国産自動車型式決定委員会」が組織され，軍用1トントラックが設計され，陸軍はこのトラックの製
造を協同国産自動車と川崎車輛に試作させた。これは，「商工省試標準車」にかわって，大量生産するも
のとなり，1935年の「自動車工業確立要綱」につながるものとしている（前掲『時代に懸ける　トヨタ
自動車小史』，57―58ページ）。
45） 前掲，『新修名古屋市史　資料編近代2』，779ページ。
46） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」8ページ。
47） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」10ページ。
48） 前掲，『昭和九年　自動車年鑑』，9ページ。
49） 前掲，『昭和九年　自動車年鑑』，「一年略史」5ページ。
50） 前掲，『昭和九年　自動車年鑑』，「一年略史」10ページ。
51） 前掲，『昭和九年　自動車年鑑』，「一年略史」9ページ。
52） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「1年略史」8ページ。
53） 前掲，『昭和九年　自動車年鑑』，11ページ。
54） 前掲，『昭和十年　自動車年鑑』，「生産」8ページ。
55） 前掲，『自動車事典』，16ページ。
56） 『愛知県史　資料編30　工業2』2008年，131ページ。
57） 前掲，『自動車事典』，16ページ。
58） 前掲，『時代に懸ける　トヨタ自動車小史』，61ページ。
59） 前掲，『自動車事典』，17ページ。
60） 前掲，『自動車事典』，17ページ。
61） 『自動車　ダイヤモンド産業全書7』ダイヤモンド社，1938年，101ページ。
62） 前掲，『自動車事典』，17ページ。乗用車国産化を推進していた豊田喜一郎が「需要動向を考え，1935年
には乗用車からトラックへと転換」し完成させた（安部悦生『経営史　第二版』日経文庫，2010年，178
ページ）。その要因は陸軍統制の先取りであった。戦後の通産省の特定産業振興臨時惜置法（1963年立案）
の趣旨に自動車工業への参入を許可制とすることがあったことが2輪車メーカー本田技研工業の自動車開
発を本格化させたことがあった（加藤健太・大石直樹『ケースに学ぶ　日本の企業』有斐閣，2013年）。
政府の政策転換の役割は大であった。
63） 『モーター』昭和11年11号，第九巻第五号，1936年，67ページ。
64） 豊田市教育委員会『豊田市を先駆けた人々』2003年，204―209ページ。前掲『時代に懸ける　トヨタ自動
車小史』，88ページ。
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65） 『中部日本の事業と会社』東洋経済新報社，1938年11月15日，19ページ。
66） 前掲，『中部日本の事業と会社』1938年，19ページ。
67） 『昭和15年版　自動車便覧』オートモビル，1939年，387ページ。
68） 前掲，『愛知県史　資料編30　工業2』，131ページ。
69） 前掲，『中部日本の事業と会社』1938年，18ページ。
70） 東洋経済新報社編『中部日本の事業と会社　昭和16年版』1941年，45ページ。
71） 産業之日本社『産業之日本』第十四巻第四号，1940年，26ページ。
72） 同上。
73） 東洋経済新報社編『中部日本の事業と会社　昭和16年版』1941年，77ページ。
74） 同上。
75） 前掲，『時代に懸ける　トヨタ自動車小史』，115ページ。この点を『豊田関係各社員宿所録』で確認すれば，
昭和16年12月のものでは，豊田紡織，豊田自動織機製作所，そしてトヨタ自動車工業の順になっている
が昭和17年9月末日現在のものでは，豊田産業，豊田自動織機製作所，トヨタ自動車工業の順になっている。
76） 東洋経済新報社編『昭和十九年版　全国産業総覧』1944年，80ページ。前掲『トヨタ自動車30年史』参
照。
77） 陸軍省編『陸軍軍需工業経済年鑑　昭和19年2月』「概観」。
78） 東洋経済新報社編『中部日本の事業と会社　昭和27年版』1952年，72ページ。
79） 東洋経済新報社編『中部日本の事業と会社　昭和27年版』1952年，67ページ。
80） 前掲，『時代に懸ける　トヨタ自動車小史』。
81） 『旧規則による看護婦養成所指定申請書』衛生部医務課　自昭和18年至昭和20年，愛知県公文書館所蔵。
82） 同上。
83） 「トヨタ自動車工場の性格」『名古屋新聞』昭和14年1月22日。
84） 前掲，呂寅満『日本自動車工業史』，283ぺージ。同書は，トヨタ自動車工業における女工の比率増加の
意味について触れている。なお，豊田における女子労働力の活用は豊田自動織機製作所以来のことであっ
た（『トヨタ自動車20年史』209―210，212ページ）。
　本稿は，2014年度名古屋学院大学経済学部研究奨励金による成果である。
